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１．支部保険者機能強化予算について
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支部保険者機能強化予算とは
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令和元年度からの予算体系

中長期的な財政運営という観点も踏まえて、協会けんぽの将来的な医療費の削減につなげていくことを目的

に医療費適正化や健康づくり等の保険者機能を強化する取り組みを実施する場合に計上する経費のこと。

支部保険者機能強化予算とは

東京支部：72,780千円 東京支部：420,443千円



支部保険者機能強化予算の位置づけ （イメージ）

支部事業計画

支部保険者機能

強化予算

支部医療費

適正化予算

支部保健事業予算

基礎的業務関係予算

事業計画 予算

支部保険者機能
強化予算

支部医療費
適正化予算
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２．令和２年度 支部保険者機能強化予算の
策定スケジュール
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東京支部評議会と支部保険者機能強化予算の関係

今回の評議会



３．令和２年度支部保険者機能強化予算の
策定にあたって
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令和２年度 支部保険者機能強化予算について

令和元年度

【事業方針】
 加入者の健康増進、医療費の抑制・適正化

予算区分 主な取り組み

①支部医療費
適正化等
予算

 保険薬局などへのジェネリック医薬品処方
割合のお知らせ通知

 東京支部の事業内容・事業主への依頼など
を掲載したリーフレット送付（全事業所）

 ラジオ広報番組
 ラジオ連動健康情報webサイト など

②支部
保健事業
予算

 40歳到達時の健診受診勧奨
 健康企業レポート（2019年度版）の送付
 健康ミニセミナー（出張講座）の拡充
 オフィスエクササイズ動画コンテンツの

ＤＶＤ作成・送付 など

令和２年度

【事業方針】
 加入者の健康増進、医療費の抑制・適正化

予算区分 今後の事業の方向性

①支部医療費
適正化等
予算

 事業主や加入者に対する

広報の強化

 広報や事業活動の電子化の

模索・推進

 見える化、ナッジを活用

した取り組みの実施

②支部
保健事業
予算

① 増加し続ける医療費

② インセンティブ制度の本格導入（保険料率への反映）に向けた広報と啓発

③ 協会けんぽの諸活動や医療保険制度の理解度が不十分（紙媒体広報の限界）

取り組みを実施していても、事業主や加入者まで伝わっていない可能性が大きい
⇒加入者に対する広報の強化が不可欠

課題

課題は… 課題を踏まえ…
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課題①：増加し続ける医療費

○ 医療費は増加の一途をたどっており、近年は特に伸びが大きい。
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課題②：インセンティブ制度

平成30年度（4月～3月速報値）のデータを用いた実績

○ 保険料率のインセンティブ評価指標の総得点が上位過半数ではないため、インセンティブを受けられない。
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①特定健診等受診率 33位（40位） ④医療機関への受診勧奨受けた
要治療者の医療機関受診率

19位（39位）

②特定保健指導実施率 47位（43位）

③特定保健指導対象者の減少率 24位（27位） ⑤後発医薬品使用割合 35位（37位）

総得点 44位（42位）



平成30年度（４月～3月確定値）のデータを用いた実績

加算率0.004
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※1 2.172％とは、平成31年度の後期高齢者支援金に係る料率であり、本集計においては当該料率を使用している。
※2 令和２年度（2020年度）保険料率に係るインセンティブの保険料率は、平成30年度（2018年度）総報酬額の実績に0.004％を乗じて令和２年度総報酬額の見込み額を除して計算する。本集計においては、

計算のためのデータがないため、0.004％としている。（詳細は、「平成30年3月20日開催 第91回運営委員会資料 資料３」に掲載。）

【平成30年度（2018年度）実績評価 ⇒ 令和２年度（2020年度）保険料率へ反映した場合の試算】
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課題③：広報理解度調査 （支部ごとの認知率）

○ 事業主・加入者の制度や取り組みなどの認知率が、全支部平均よりも低い。

分野 認知率

①保険料率 22.9
（28.5）

②現金給付 44.2
（49.5）

③健診・
保健指導

47.3
（45.9）

④協会けんぽの
取組等

22.7
（25.7）

⑤医療の
かかり方

29.6
（37.7）

①～⑤の平均 33.3
（37.5）

※（）内は全支部平均

単位：％
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課題③：広報理解度調査 （調査実施概要）

(1)調査対象者 ＜調査対象者＞
協会けんぽの加入者(事業主・被保険者・被扶養者)
＜対象者条件＞
20歳から74歳男女。年代、性別、地域に偏りがないよう、協会けんぽの加入者構
成比に準じてサンプル設計。
＜対象者数＞
有効回収数 7,200サンプル（内 東京支部：159サンプル）

(2)調査手法 インターネット調査

（
３
）
対
象
項
目

分野①保険料 ○ 保険料率等に関する認知（7項目）
○ 医療保険の財源や使途等に関する認知（3項目） 計 10項目

分野②現金給付 ○ 現金給付等の認知（6項目） 計 6項目

分野③健診・保健指導 ○ 生活習慣病予防健診・特定健康診査の内容認知（1項目）
○ 協会けんぽの健診に関する内容認知（7項目）
○ 協会けんぽの健診に関する取組認知（3項目） 計 11項目

分野④
協会けんぽの取組等

○ 医療保険に関する事柄や協会けんぽの取組認知（18項目）
・マイナンバー
・健康保険の任意継続
・コラボヘルス
・第三者行為による傷病届ほか
・医療費通知
・ジェネリック医薬品
・インセンティブ制度 計 18項目

分野⑤医療のかかり方 ○医療のかかり方の内容に関する認知（4項目） 計 4項目
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４．令和２年度 支部保険者機能強化予算（案）
（東京支部）



令和２年度 支部保険者機能強化予算（案）

支部保険者機能強化予算（総括表）
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予算区分 分 野 経 費
【参考】
令和元年度
経 費

支
部
保
険
者
機
能
強
化
予
算

①支部医療費適正化等予算

医療費適正化対策経費 10,853千円 16,060千円

広報・意見発信経費 66,053千円 56,720千円

合 計 76,906千円 72,780千円

②支部保健事業予算

※東京支部の計上分

健診経費 201,276千円

※令和2年度か
ら分野の区分
に変更があり、
単純比較がで
きないことか
ら、合計額の
み掲載。

保健指導経費 98,069千円

重症化予防事業経費 50,798千円

コラボヘルス経費 33,679千円

その他の経費 576千円

合 計 384,398千円 420,443千円

⇒令和２年度経費の

内訳は18ページへ

⇒令和２年度経費の

内訳は19ページへ

※端数整理のため、内訳と合計が整合しない場合があります。
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令和２年度 支部医療費適正化等予算

① 支部医療費適正化等予算

分 野 区 分 事 業 名 経 費
【参考】
令和元年度
経 費

医療費
適正化
対策経費

企画部門
保険薬局・医療機関を対象にした「自機関のジェネリック医薬品処方割合
のお知らせ」の制作等

8,315千円 16,060千円

業務部門
・医療機関担当者を対象とした「健康保険医療事務説明会」の開催
・保険証回収率の低い事業所に対する勧奨文書の送付

2,538千円 －

小 計 10,853千円 16,060千円

広報・意見
発信経費

紙媒体に
よる広報

・月次で都内全加入事業所に送付する納入告知書に同封する広報用チラシ
・東京支部の事業報告・決算などを掲載したリーフレット
・医療機関への限度額適用認定申請書一体型リーフレットの配布・窓口設置
・業務・制度周知用の冊子・リーフレット など

32,075千円 23,064千円

その他の
広報

ラジオ広報番組 24,376千円 24,180千円

ラジオ連動健康情報webサイト 7,942千円 7,828千円

各種広報媒体の制作・媒体費、ラジオＣＭ 1,660千円 1,648千円

小 計 66,053千円 56,720千円

合 計 76,906千円 72,780千円



令和２年度 支部保健事業予算

② 支部保健事業予算 （主な実施事業）
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分 野 区 分 事 業 名 経 費
【参考】
令和元年度
経 費

健診経費

集団健診 ・東京都内在住被扶養者に対する集団健診

201,276千円

※令和2年度か
ら分野の区分
に変更があり、
単純比較がで
きないことか
ら、合計額の
み掲載。

事業者健診の
結果データ取得

・健診機関による委任状取得の委託費・その他事業者健診データの
提供に係る経費（勧奨、取得、データ作成等）

健診受診
勧奨等経費

・新規適用事業所に対する健診案内

・40歳到達者への生活習慣病予防健診受診勧奨（個人宛直送）

・新規加入被扶養者への受診券送付

・他県在住被扶養者への集団健診案内 など

保健指導
経費

保健指導利用
勧奨経費

・特定保健指導リーフレット作成
・特保指導受診に関する架電勧奨委託 など

98,069千円

重症化予防
事業経費

未治療者受診勧奨 ・血糖・血圧異常値者に対する受診勧奨

50,798千円重症化予防対策 ・糖尿病性腎症の重症化予防対策

その他の
重症化予防対策

・ＣＫＤ疑い者に関する受診勧奨

コラボ
ヘルス経費

コラボヘルス事業
・健康づくり出張講座の外部委託
・健康企業宣言事業所に対する健康関連ツールの作成 など

33,679千円

情報提供ツール ・健康企業レポート作成

その他の
経費

その他の
保健事業

・区市との連携広報
・健診・医療費データ分析結果に基づく健康課題の把握・
事業評価・見直し

576千円

合 計 384,398千円 420,443千円



令和２年度 東京支部の取り組み（案）
（抜粋）

【支部保険者機能強化予算関係】
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【参考】
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令和２年度 東京支部の取り組み①

■ 広報誌

『支部ツウシン トーキョー』

支部事業運営は、加入者・事業主の
理解があってこそ、その効果が最大限
に発揮される。

東京支部では、読みやすく、親しみを
感じる誌面を通じ、支部長メッセージ
や決算概況、インセンティブ制度や健
康企業宣言などの的確な情報を伝える
広報・PR活動を強化しています。

●令和元年度より新規（全事業主に発信）

●A4版 １２項（フルカラー）

●年１回発行（決算後）

加入者・事業主とコネクトする広報誌づくり
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令和２年度 東京支部の取り組み②

■ 40歳到達時の生活習慣病予防健診の受診勧奨

「ナッジ」を活用した健診のご案内

被保険者への直接のアプローチ

男性用

女性用

従来の生活習慣病予防健診勧奨は
事業所宛てであり、被保険者への
直接のアプローチは行っていなかった。

 節目年齢（特定健診の開始年齢）
である40歳を迎える対象者に直接
勧奨DMを送付。

 勧奨効果を高めるべく、男性と
女性とで異なるデザインを採用。
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令和２年度 東京支部の取り組み③

■ 健康づくり出張講座

健康経営に取り組みたいが、「自社の健
康課題がわからない」、「健康課題に対
し、どのような取り組みをしたらかよい
かわからない」。

そのような事業者に対し、「食生活改
善」、「運動」、「メンタルヘルス対
策」などのプログラムを出張して開催。

● 協会けんぽ東京支部加入事業所が対象（申込制）

● 年/200回開催

● 申込のあった事業所に出張して開催

健康経営に取り組む事業所のサポート

事業主、加入者との“顔が見える関係”の構築

23

【参考】令和元年度


